
貸  借  対  照  表

（平成２２年３月３１日現在）

科          目 科          目

 流  動  資  産 142,001,555  流  動  負  債 5,268,677

現 金 及 び 預 金 124,378,415 未 払 金 4,337,266

売 掛 金 275,625 預 り 金 711,311

前 払 費 用 1,215,565 未 払 法 人 税 等 220,100

関係会社短期貸付金 10,000,250

未 収 入 金 6,131,700

 固  定  資  産 3,953,482  固  定  負  債 12,013,164

  有形固定資産 497,202 退 職 給 付 引 当 金 12,013,164

運搬具及び器具備品 497,202

  無形固定資産 150,000 負 債 合 計 17,281,841

電 話 加 入 権 150,000

 株　主　資　本 128,673,196

資 本 金 20,000,000

  投資その他の資産 3,306,280 利 益 剰 余 金 108,673,196

長 期 前 払 費 用 1,774,980 　その他利益剰余金 108,673,196

差 入 敷 金 保 証 金 1,431,300 　　　繰越利益剰余金 108,673,196

投資その他の資産 100,000

純 資 産 合 計 128,673,196

         合  計資 産 合 計 145,955,037 負 債 純 資 産 合 計 145,955,037

純　資　産　の　部

金        額 金        額

（単位：円）

資　　産　　の　　部 負　　債　　の　　部
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損  益  計  算  書

平成２１年４月  １日から

平成２２年３月３１日まで

業　務　受　託　料　収　入 264,046,976

人　材　派　遣　料　収　入 155,572,636

そ　の　他　営　業　収　入 0

　　営　業　収　益 419,619,612

 405,673,903

　　営　業　利　益 13,945,709

受 取 利 息 56,383

その他の営業外収益 164,400 220,783

 営 業 外 費 用

支 払 利 息 0

その他の営業外費用 194,682 194,682

　　経　常　利　益 13,971,810

 特  別  利  益

その他の特別利益 0 0

 特  別  損  失

その他の特別損失 6,923,806 6,923,806

　　税引前当期純利益 7,048,004

法人税､住民税及び事業税  2,723,600

　　当 期 純 利 益 4,324,404

営 業 外 収 益

（単位：円）

科                   目 金               額

販売費及び一般管理費
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（単位：円）

平成21年3月31日　残高 20,000,000 104,348,792 104,348,792 124,348,792 124,348,792

事業年度中の変動額

　当期純利益 4,324,404 4,324,404 4,324,404 4,324,404

　その他 0 0 0

　株主資本以外の項目の

　事業年度中の変動額

　（純額）

事業年度中の変動額合計 0 0 0 4,324,404 4,324,404 4,324,404 4,324,404

平成22年3月31日　残高 20,000,000 0 0 108,673,196 108,673,196 128,673,196 128,673,196

資本金

繰越利益
剰余金

利益剰余金

利益準備金
利益剰余金
合　　計

その他利益剰余金

0 0 0

株主資本等変動計算書

平成２１年  ４月  １日から

平成２２年　３月３１日まで

純資産の部
合計

任意積立金

株　主　資　本

株主資本
合計
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個別注記表

 重要な会計方針に係る事項に関する注記

　１．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産 ・・・ 定額法を採用しております。

　２．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金 ・・・ 一般債権については、貸倒実績率による計算額を、貸倒

懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

(2）賞与引当金 ・・・ 社員及び契約社員に対する賞与の支給に備えるため、

将来の支給見込額のうち当期の負担すべき金額を計上

しております。

(3）退職給付引当金 ・・・ 社員に対する退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務に基づき、当期末において発生していると

認められる額を計上しております。

　３．消費税の会計処理

　税抜方式を採用しております。

 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

　当事業年末に保有している自己株式はありません。
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